
為替週間展望＝ドル円は米経済指標次第で一進一退の動きか

　　　　　　　　　　［９月２日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    8 月 26 日～ 8 月 30 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  144.24   145.55(29)    143.45(26)    145.05   +0.68

ユーロ・ドル  1.1193   1.1202(26)    1.1056(29)    1.1082   -0.0110

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    38,647.75     +283.48     日本10年債利回り   0.898   -0.002

ダウ平均株価    41,335.05     +159.97     米10年債利回り     3.862   +0.063

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

２日　　豪７月住宅建設許可件数

　　　　中国８月財新製造業ＰＭＩ

　　　　スイス７月小売売上高

　　　　独８月製造業ＰＭＩ確報値、ユーロ圏８月製造業ＰＭＩ確報値

　　　　英８月製造業ＰＭＩ確報値

３日　　豪第２四半期経常収支

　　　　スイス８月消費者物価指数、スイス第２四半期ＧＤＰ

　　　　米８月製造業ＰＭＩ確報値

　　　　米８月ＩＳＭ製造業景況指数、米７月建設支出

４日　　豪第２四半期ＧＤＰ

　　　　中国８月財新サービス業ＰＭＩ

　　　　独８月サービス業ＰＭＩ確報値、ユーロ圏８月サービス業ＰＭＩ確報値

　　　　英８月サービス業ＰＭＩ確報値

　　　　ユーロ圏７月生産者物価指数

　　　　カナダ７月貿易収支

　　　　米７月貿易収支

　　　　カナダ銀行（ＢＯＣ）政策金利

　　　　米７月製造業受注、米７月雇用動態調査（ＪＯＬＴＳ）求人件数

　　　　米地区連銀経済報告（ベージュブック）

５日　　豪７月貿易収支

　　　　高田日銀審議委員が講演

　　　　スイス８月雇用統計

　　　　独７月製造業受注指数

　　　　ユーロ圏７月小売売上高

　　　　米８月ＡＤＰ雇用統計

　　　　米第２四半期非農業部門労働生産性指数、米新規失業保険申請件数

　　　　米８月サービス業ＰＭＩ確報値

　　　　米８月ＩＳＭ非製造業景況指数

６日　　日本７月勤労者世帯家計調査、日本７月景気動向指数速報値

　　　　独７月鉱工業生産指数、独７月貿易収支

　　　　ユーロ圏第２四半期ＧＤＰ確報値

　　　　米８月雇用統計

　　　　カナダ８月雇用統計

　　　　カナダ８月Ｉｖｅｙ購買部協会指数

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】ドル円は１４４円台では底堅いものの、大きく上値を伸ばしにくい

とみられ、１４４～１４６円台を中心とするレンジ相場で推移するとみられる。
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【ドル円は１４３～１４５円台での振幅が続く】

　８月２３日の「ジャクソンホール会議」でのパウエルＦＲＢ議長の講演で、議長は金

融政策を調整する「時は来た」と９月ＦＯＭＣでの利下げ開始を明言した。これを受け

て、米長期金利が低下するとともにドル売りの動きに傾いた。週明けの２６日にドル円

は１４３円台半ばまでドル安円高が進んだ。

　　

　その後のドル円は今後の米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）での利下げが意識され

て、ドル円は上値の重い展開を見せた。ただ、一方的にドル売りに傾いているわけでは

なく、２６日以降のドル円は１４３～１４５円台での振幅を見せている。

　　

　２８日に氷見野日銀副総裁は、経済物価の見通しが実現する確度が高まっていくとい

うことであれば、「金融緩和の度合いを調整していくというのが基本的な姿勢」と述べ

たほか、「市場は引き続き不安定な状況にある。極めて高い緊張感をもって注視してい

く」とコメントした。追加利上げを急がない慎重姿勢を示したとみられ、やや円売りに

傾いた。

　　

　２９日には米新規失業保険申請件数が前回から改善、米第２四半期ＧＤＰ改定値が前

期比年率＋３．０％と市場予想や速報値の＋２．８％を上回った。個人消費は＋２．

９％と市場予想や速報値の＋２．３％を大きく上回った。景気や個人消費の力強さがド

ル買いにつながり、ドル円は１４５円台を回復した。

　　

　米国ではインフレ率が低下傾向にあり、市場の関心は物価から雇用に移りつつある。

９月２日の週は米雇用関連指標が数多く発表される。４日に米７月雇用動態調査（ＪＯ

ＬＴＳ）求人件数、５日に米８月ＡＤＰ雇用統計、米新規失業保険申請件数が発表され

る。

　　

　そして９月６日には８月の米雇用統計の発表がある。８月２１日に発表された米労働

省の年次改定での雇用者数（２０２３年４月から２０２４年３月の１年間）の年次改定

値（速報）が８１．８万人の下方修正となった。市場でうわさされた１００万人には届

かなかったものの、大幅な改定となっており、今後の米労働市場への警戒感が広がって

いる。

　　

　今後は米雇用関連指標を中心に米経済指標の動向に左右されやすいとみられる。た

だ、米経済指標が悪化一辺倒でドル売りが大きく進むとは想定しにくい。ドル円は米経

済指標の結果次第で一進一退の動きが見込まれる。こうした中、目先は１４３～１４５

円台を中心とするレンジ相場で推移することとなりそうだ。ドル円の目先の予想レンジ

は、１４２．００～１４７．００円。

　　

　日米の経済指標やイベントとしては、３日に米８月製造業ＰＭＩ確報値、米８月ＩＳ

Ｍ製造業景況指数、米７月建設支出、４日に米７月貿易収支、米７月製造業受注、米７

月雇用動態調査（ＪＯＬＴＳ）求人件数、５日に米８月ＡＤＰ雇用統計、米第２四半期

非農業部門労働生産性指数、米新規失業保険申請件数、米８月サービス業ＰＭＩ確報

値、米８月ＩＳＭ非製造業景況指数、６日に日本７月勤労者世帯家計調査、日本７月景

気動向指数速報値、米８月雇用統計などがある。

　　

【ユーロドルは調整局面入りか】

　ユーロドルは米国での利下げ観測の高まりからドルが売られたことで、２６日に１．

１２台に乗せた。ただ、その後は同水準を維持できずに軟化している。２９日にはドル

が買い戻されて１．１１割れまで下落している。

　　

　ユーロドルは８月２日安値の１．０７８２近辺から２６日に１．１２０２付近まで大

きく上昇してきた。その後下げに転じて、これまでサポートとして機能してきたボリン

ジャーバンド＋１σや一目均衡表の転換線を割り込んでいる。ユーロドルはそれまでの

大幅な上昇の反動から、調整局面に転じるとみられる。ユーロドルの目先の予想レンジ

は、１．１０００～１．１２５０ドル。

　　

　ポンドドルは上昇トレンドが継続して、２７日に１．３２６０台まで上値を伸ばし

た。その後は高値から軟化している。ポンドドルはユーロドルに比べて相対的に堅調な



動きを見せている。ただ、５日移動平均線を割り込んでおり、これまでの上昇に対する

反動から、軟調に推移するとみられる。ポンドドルの目先の予想レンジは、１．３００

０～１．３２５０ドル。

　　

　日米以外の今後の経済指標やイベントは、２日に豪７月住宅建設許可件数、中国８月

財新製造業ＰＭＩ、独８月製造業ＰＭＩ確報値、ユーロ圏８月製造業ＰＭＩ確報値、英

８月製造業ＰＭＩ確報値、３日に豪第２四半期経常収支、スイス８月消費者物価指数、

スイス第２四半期ＧＤＰ、４日に豪第２四半期ＧＤＰ、中国８月財新サービス業ＰＭ

Ｉ、独８月サービス業ＰＭＩ確報値、ユーロ圏８月サービス業ＰＭＩ確報値、英８月サ

ービス業ＰＭＩ確報値、ユーロ圏７月生産者物価指数、カナダ７月貿易収支、カナダ銀

行（ＢＯＣ）政策金利、５日に豪７月貿易収支、スイス８月雇用統計、独７月製造業受

注指数、ユーロ圏７月小売売上高、６日にユーロ圏第２四半期ＧＤＰ確報値、カナダ８

月雇用統計などがある。
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